
大垣市宅地開発指導要綱 

 (目的) 

第1条 この要綱は、宅地開発事業に関して必要な事項を定めるとともに、当該

事業の実施に必要な情報を提供することにより、事業の適正化及び円滑化を

図り、もって市の健全な発展と市民の福祉の増進に寄与することを目的とす

る。 

 (用語の定義) 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

⑴ 開発行為 都市計画法(昭和43年法律第100号)第4条第12項に規定する

開発行為をいう。 

⑵ 開発事業者 開発行為を行う者をいう。 

⑶ 開発区域面積 開発行為を行う区域の全面積をいう。 

⑷ 公共施設 道路、河川、水路、下水道、公園、広場、緑地、消防水利施

設その他公共の用に供する施設をいう。 

⑸ 公益的施設 学校教育法(昭和22年法律第26号)による学校(大学、専修

学校及び各種学校を除く。）、社会福祉施設、集会所、上水道その他市民の

共同の福祉又は利便のため、地域に必要な施設をいう。 

 (適用範囲) 

第3条 この要綱は、本市の区域内において行われる開発行為について適用す

る。ただし、都市計画法第29条第1項各号又は同条第2項各号に規定する開発

行為に該当する場合は、この限りでない。 

2 開発事業者は、前項ただし書に該当する場合であっても、この要綱の基準に

配慮した計画をするものとする。 

 (要綱等の遵守) 

第4条 開発事業者は、開発行為に当たってこの要綱等を遵守するものとする。 

 (開発行為の原則) 

第5条 開発行為は、本市の定める総合計画、都市計画等に従い、計画的に行う

ものとする。 

 (開発事業者負担の原則) 

第6条 開発事業者は、開発行為に当たり、開発区域内の土地利用に必要な公共

施設及び公益的施設について、必要な整備又は用地の確保を行うものとし、

これに要する費用は、原則として開発事業者の負担とする。 

 (公共施設及び公益的施設の帰属) 



第7条 開発事業者は、前条の規定に基づき整備した施設又は確保した用地に

ついて、協議により別段の定めをした場合を除き、無償で本市に提供するも

のとする。この場合において、帰属の時期及び手続きについては、市長及び

地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第7条に規定する管理者との協議に

より定めるものとする。 

 (予備協議) 

第8条 開発事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、法令の規定に基

づく許可の申請に先立ち、市長に対して予備協議を申し出なければならない。 

⑴ 開発区域面積0.3ヘクタール以上の開発行為 

⑵ 開発区域面積0.1ヘクタール以上で、道路の新設を伴う開発行為 

2 前項に規定する予備協議は、開発行為予備協議願書(第1号様式)に次に掲げ

る図書のほか、市長が別に定める図書を添付し、必要部数を提出するものと

する。 

⑴ 設計概要説明書(第2号様式) 

⑵ みなし許可の判定チェックリスト（宅地造成等工事規制区域・開発行為

予備協議用）(第3号様式)又はみなし許可の判定チェックリスト（特定盛土等

規制区域・開発行為予備協議用）(第4号様式) 

3 第1項の規定による予備協議の申し出を行った開発事業者は、市長が別に定

める所属と協議を行うものとする。 

4 市長は、予備協議が終了したときは、遅滞なく開発事業者にその結果を通知

するものとする。 

(周辺住民等への対応) 

第9条 開発事業者は、許可申請に先立ち、開発区域周辺住民に対し事業の計画

概要を通知し、開発行為について理解を得るよう努めなければならない。た

だし、市長がその必要がないと認めた場合は、この限りでない。 

２ 開発事業者は、前項の規定に基づき通知を行ったものについて、開発行為

許可申請書に開発行為通知報告書(第5号様式)を添付しなければならない。 

 (公共施設の整備等) 

第10条 開発事業者は、開発行為に伴い必要となる公共施設を法令及び別に定

める基準により、自らの負担で整備しなければならない。 

2 開発事業者は、河川及び水路の改修又は河川及び水路への放流を行うとき

は、関係権利者の同意を得たうえ、関係管理者の承諾を得なければならない。 

 (公益的施設の整備等) 



第11条 開発事業者は、開発行為に伴い必要となる公益的施設又はその用地を、

法令及び別に定める基準により適正に配置し、自らの負担で整備しなければ

ならない。 

 (生活環境の整備) 

第12条 開発事業者は、主として居住の用に供する目的で行う開発行為におい

て、周辺住民の生活環境の保全に配慮し、開発区域内の生活環境整備をしな

ければならない。 

 (緑地の保全及び緑化の推進) 

第13条 開発事業者は、開発行為により消失する緑地を最小限にとどめ、開発

区域内に高中低木を適正に配置する等緑化を図らなければならない。 

 (駐車場等の確保) 

第14条 開発事業者は、開発区域内に土地利用上必要な駐車場等を確保するも

のとする。 

 (安全対策及び損害の賠償) 

第15条 開発事業者は、開発行為に当たり十分な安全対策を図るとともに、万

一開発行為等によって第三者に損害を与えた場合は、自らの責任において補

償等の措置を講じなければならない。 

 (公害対策) 

第16条 開発事業者は、開発行為により公害等が発生するおそれがある場合は、

必要な防止策を講じるとともに、万一公害等が発生した場合には、自らの責

任において必要な措置を講じなければならない。 

 (その他) 

第17条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成11年4月1日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成14年9月2日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成18年3月27日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和7年4月1日から施行する。 

 



第 1号様式（第 8条関係） 

開 発 行 為 予 備 協 議 願 書 

  年  月  日 

大 垣 市 長  様 

住  所 

申 請 者 

氏  名                                      

（名称及び代表者名） 

(電話    －    ） 

大垣市宅地開発指導要綱第 8条第 2項の規定に基づき、次のとおり協議します。 

開 発 行 為 の 概 要 

1. 開発区域に含まれる

地 域 の 所 在 地 番 

 

用 途 地 域  地 目  

2. 開 発 区 域 面 積 公 簿 面 積 ㎡ 実 測 面 積 ㎡ 

3. 開 発 行 為 の 目 的 

（予定建築物の用途等） 

 

 

（    区画    戸 ） 

4. 工 事 施 行 者 

住  所 

 

氏  名 

5. 開発工事予定期間   年  月  日から    年  月  日 

6. 法 令 に よ る 制 限 

 

7. その他必要な事項 
 

大
垣
市
受
付 

 

備 
 

 

考 

 

  申請代理者住所 

氏名 

（電話    －      ）



第 2 号様式（第 8条関係） 

設 計 概 要 説 明 書 

1 都市計画区域 □都市計画区域   □都市計画区域外 

2 区 域 区 分 □市街化区域    □市街化調整区域   □なし 

3 用 途 地 域   

4 法 第 3 4 条 

 該当号及 び 

 該当する理由 

法第 34 条第  号 

5 開 発 区 域 の 

現    況 

農  地 
宅地 山林 

その他 

(   ) 
計 

田 畑 

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

 

 

 

6 

 

設 

 

 

 

 

計 

(1)土地利用 
住宅用地 店舗用地 (  )用地 その他 計 

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

(2)公共施設 
道 路 公園等 水 路 その他 計 

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

(3)造成計画 
切盛土高 擁壁高 区域外搬出土量 

ｍ ｍ ㎥ 

(4)排水施設 

雨   水 汚   水 

経 路 

放流先 

□個別浄化槽  □共同浄化槽 

□市 下 水 道  

(5)給水施設 □市上水道 ･ □井 戸 

(6)その 他 

特に留意した事項 

7 盛 土規制 法 

規制区域 みなし許可 

□宅地造成等工事規制区域 

□特定盛土等規制区域 

□対象 

□対象外 

8 設 計 者 

住  所 

氏  名 

(電話     －    ) 



第 3 号様式（第 8条関係） 

 

みなし許可の判定チェックリスト 

（宅地造成等工事規制区域・開発行為予備協議用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 公共施設用地及び災害の発生するおそれがないと認められる工事及びその他法の対象外となる行為 

（詳細は「盛土規制法に関する事務申請等マニュアル 第１部 共通編 １－６」を参照してください。） 

※２ 盛土又は切土する土地の面積からは以下の部分を除く 

・盛土又は切土をする前後の地盤面の高さが30cm以下の部分 

・盛土規制法の許可・届出を要しない工事の部分 

 

☐いいえ 

１ 当該開発行為は造成工事を行う計画である 

３ 工事は、①から⑤のいずれかに該当する 

 ☐ ① 盛土で高さ１ｍ超の崖を生じる（   ｍ） 

 ☐ ② 切土で高さ２ｍ超の崖を生じる（   ｍ） 

 ☐ ③ 盛土と切土を同時に行い、高さが２ｍ超の崖を生じる（①、②を除

く） 

     （   ｍ） 

 ☐ ④ 盛土で高さが２ｍ超となる（①、③を除く）（   ｍ） 

 ☐ ⑤ 盛土又は切土する土地の面積
※２

が500㎡超となる（①から④を除く） 

みなし許可 対象 
みなし許可 

対象外 

☐はい 

 ☐はい 
☐いいえ 

２ 盛土規制法の許可・届出を要しない工事
※１

である 

 ☐いいえ 

 ☐はい 



第 4号様式（第 8条関係） 

 

みなし許可の判定チェックリスト 

（特定盛土等規制区域・開発行為予備協議用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 公共施設用地及び災害の発生するおそれがないと認められる工事及びその他法の対象外となる行為 

（詳細は「盛土規制法に関する事務申請等マニュアル 第１部 共通編 １－６」を参照してください。） 

※２ 盛土又は切土する土地の面積からは以下の部分を除く 

・盛土又は切土をする前後の地盤面の高さが30cm以下の部分 

・盛土規制法の許可・届出を要しない工事の部分 

 

☐いいえ 

１ 当該開発行為は造成工事を行う計画である 

３ 工事は、①から⑤のいずれかに該当する 

 ☐ ① 盛土で高さ２ｍ超の崖を生じる（   ｍ） 

 ☐ ② 切土で高さ５ｍ超の崖を生じる（   ｍ） 

 ☐ ③ 盛土と切土を同時に行い、高さが５ｍ超の崖を生じる（①、②を除

く） 

     （   ｍ） 

 ☐ ④ 盛土で高さが５ｍ超となる（①、③を除く）（   ｍ） 

 ☐ ⑤ 盛土又は切土する土地の面積
※２

が3,000㎡超となる（①から④を除く） 

みなし許可 対象 
みなし許可 

対象外 

☐はい 

 ☐はい 
☐いいえ 

２ 盛土規制法の許可・届出を要しない工事
※１

である 

 ☐いいえ 

 ☐はい 



第 5号様式（第 9条関係） 

開 発 行 為 通 知 報 告 書 

 

  年  月  日 

 

大 垣 市 長  様 

住 所 

申 請 者 

氏 名                     

（名称及び代表者名） 

（電話    －     ） 

 

大垣市宅地開発指導要綱第 9 条第 1 項の規定に基づき、開発区域周辺住民（自治会）

に事業の計画の概要を通知しましたので、報告します。 

 

宅 地 造 成 工 事 の 概 要 

造 成 場 所 大垣市 

造成面積・造成区画数 ㎡             区画 

造 成 後 の 利 用 形 態  

予 定 建 築 物 造   階建   区画   戸 

自治会への報告添付図 
□開発位置図  □土地利用計画図  □排水計画図 

□他(                      ) 

当該開発行為により地域の生活環境を阻害しないよう十分配慮することはもちろん

のこと、万一紛争が生じた場合は、私の責任において､迅速かつ誠実に対処することを

申し添えます。 

 

 

開発行為の概要を    年  月  日に申請者から通知を受けました。 

 

  年  月  日 

 

(            )自治会長 

 

                  


